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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第82期

第１四半期連結累計(会計)期間
第81期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 1,672,255 7,757,314

経常利益 (千円) 99,284 429,006

四半期(当期)純利益 (千円) 104,885 440,333

純資産額 (千円) 1,315,974 1,209,908

総資産額 (千円) 7,088,039 7,196,947

１株当たり純資産額 (円) 144.44 132.68

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 11.70 49.10

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 18.3 16.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 298,032 697,622

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,875 △53,929

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △347,596 △780,275

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 449,097 500,566

従業員数 (名) 206 202

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第82期第１四半期連結累計（会計）期間及び第81期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 206

(注) 従業員数は、就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 175

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　従業員数には、社外への出向者１名は含んでおりません。

３　従業員数には、社外からの受入出向者２名を含んでおります。

４　従業員数には、嘱託社員17名を含み、パートタイマー11名は含んでおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

ボーリング機器関連事業 946,559

工事施工関連事業 823,476

合計 1,770,035

(注)　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

ボーリング機器関連事業 763,924 458,194

工事施工関連事業 1,147,7822,241,700

合計 1,911,7072,699,895

(注)　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

ボーリング機器関連事業 1,115,505

工事施工関連事業 556,750

合計 1,672,255

(注) １　上記の金額には消費税等は含んでおりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

HALLA ENERGY & ENVIRONMENT233,452 14.0
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２ 【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

　（１）経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、原油、鉱物資源、穀物等の国際商品市況高騰によ

る原材料高を背景に、設備投資や個人消費が伸び悩み、景気の減速感が強まる展開となりました。

　こうした中、当社グループでは本年４月より開始された「新・中期経営計画」に基づき、売上高の

持続的拡大と筋肉質の企業体質維持を基本方針として、グローバルな営業展開、得意分野への集中、

バリューエンジニアリングの積極展開、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまいりまし

た。

　この結果、当第１四半期連結会計期間は海外売上高が623百万円と好調であったことから、売上高は

1,672百万円、営業利益は104百万円、経常利益は99百万円、四半期純利益は104百万円となりました。

　なお、事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　　（ボーリング機器関連事業）

　ボーリング機器関連事業に関しましては、韓国、カザフスタン、中国向けの掘削機出荷等により海外

販売が大幅に増加したことから、売上高は1,115百万円となり、原価率の低減も加わり、営業利益は76

百万円となりました。

　　（工事施工関連事業）

　工事施工関連事業に関しましては、期首受注残高が前年同期に比し低水準であったことから、完成

工事高は556百万円となりましたが、原価管理に努めた結果、営業利益は29百万円となりました。

　

　（２）財政状態の分析

　①資産の部

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して108百万円減少し、7,088

百万円となりました。

　流動資産は、工事施工関連事業の仕掛工事の増加等によりたな卸資産が366百万円増加しましたが、

受取手形及び売掛金と完成工事未収入金が主に回収により443百万円減少したことなどから、前連結

会計年度末と比較して96百万円減少し、4,925百万円となりました。

　有形固定資産は、機械装置及び運搬具などで10百万円の設備投資を行いましたが、減価償却の実施

により前連結会計年度末と比較して11百万円減少し、2,035百万円となりました。また、投資その他の

資産は、長期固定化債権、破産更生債権等が回収及び貸倒金処理により50百万円減少しましたが、貸

倒引当金の取崩しにより０百万円の減少に留まりました。これらにより固定資産は、前連結会計年度

末と比較して11百万円減少し、2,162百万円となりました。
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　②負債の部

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較して214百万円減少し、5,772

百万円となりました。

　流動負債は、賞与引当金の支給及び短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の返済によ

り、前連結会計年度末と比較して22百万円減少し、4,138百万円となりました。また、固定負債は、長期

借入金の返済等により前連結会計年度と比較して192百万円減少し、1,633百万円となりました。

　③純資産の部

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、四半期純利益として104百万円を計上したことなど

から、1,315百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末の16.5％から18.3％となりました。

　

　（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比51百万円減少

し、449百万円となりました。当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、298百万円となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前

四半期純利益109百万円、売上債権の減少額491百万円、未成工事受入金の増加額119百万円であり、支

出の主な内訳は、たな卸資産の増加額368百万円、前受金の減少額87百万円であります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入65百万円、ゴルフ会員権売却に

よる収入8百万円、定期預金の預入による支出73百万円等により１百万円の支出となりました。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、347百万円の支出となりました。長期借入金は、約定弁済に

より234百万円の返済を実行いたしました。短期借入金は、288百万円の調達に対し、401百万円の返済

を実行いたしました。

　

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

　（５）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は138,524千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,970,111 8,970,111
ジャスダック証券
取引所

―

計 8,970,111 8,970,111― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

株主総会の特別決議日（平成17年６月28日）

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 1,380

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
138,000
（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）
 394

 　 （注）２、５

新株予約権の行使期間       平成19年７月１日～ 平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　394
資本組入額　197

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合には取締役会の承認を必要
とします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―
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（注）１   当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整後の結果により生じた１株未満の端数については、これを切り捨てるもの

とします。

　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　  また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が行使される場合、又は当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、その他調整の生じた場合には、当社は合理的な範囲で、新株予約権の

目的たる株式数について、必要と認める株式数の調整を行うことができます。

２   新株予約権の目的たる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）は、新株予約権発行日の属す

る月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の

終値の平均値に1.10を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げます。ただし、当該金額が新株予約権を発

行する日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、新株予約権を発行

する日の終値とします。

　　　新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は上記行使価額に各新株予約権１個あたりの株式の数を乗じ

た金額とします。

　　　なお、新株予約権発行以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

　　　また、新株予約権発行以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権（新株予約権付社債

も含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）又は、当社が時

価を下回る価額で自己株式を処分する場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げます。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとします。

　　　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行います。

３   新株予約権の行使の条件

　　　 (1) 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社又は当社子会

社の取締役、執行役員、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとします。

　ただし、任期満了による退任、定年退職の場合は権利行使をなしうるものとします。

　　　 (2) 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続は認めないものとします。

　　　 (3) 各新株予約権の一部行使はできないものとします。

　　　 (4) その他の条件については、本株主総会決議及び新株予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、別途当社と新

株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

４   新株予約権の消却の事由及び消却条件

　　　 (1) 当社が消滅会社となる合併契約書又は当社が完全子会社となる株式交換契約書もしくは株式移転の議案が株

主総会で承認されたときは当社は新株予約権を無償で消却することができます。

　　　 (2) 新株予約権者が、権利を行使する条件に該当しなくなった場合、もしくは新株予約権者が死亡した場合は、当社

は新株予約権を無償で消却することができます。

　　　 (3) その他の消却事由及び消却条件については本株主総会決議及び新株予約権発行にかかる取締役会決議に基づ

き、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

５   平成18年３月６日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年２月15日に時価を下回る価額で新株を発行

したことにより、「新株予約権の行使時の払込金額」が調整されております。

　

　

EDINET提出書類

鉱研工業株式会社(E01699)

四半期報告書

 9/25



(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年６月30日 ― 8,970,111― 1,846,297― 648,400

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式
            2,500

― ―

完全議決権株式(その他)(注)１
普通株式
        8,961,400

89,614 ―

単元未満株式　　　　　(注)２
普通株式
            6,211

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,970,111― ―

総株主の議決権 ― 89,614 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権15個）含まれてお　　　　　

ります。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
鉱研工業株式会社

東京都豊島区高田２丁目
１７―２２
目白中野ビル１Ｆ

2,500 ― 2,500 0.0

計 ― 2,500 ― 2,500 0.0
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 418 488 531

最低(円) 217 359 370

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四

半期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月　

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半

期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査

法人から名称を変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 548,878 592,436

受取手形及び売掛金 1,205,606 1,529,373

完成工事未収入金 469,846 589,995

商品及び製品 1,495,329 1,335,849

仕掛品 294,958 298,837

未成工事支出金 523,636 301,843

原材料及び貯蔵品 328,007 338,813

その他 72,168 49,623

貸倒引当金 △12,660 △14,062

流動資産合計 4,925,771 5,022,711

固定資産

有形固定資産

土地 1,513,273 1,513,273

その他（純額） ※１
 522,347

※１
 533,428

有形固定資産合計 2,035,620 2,046,701

無形固定資産 11,682 11,780

投資その他の資産

その他 277,710 327,537

貸倒引当金 △162,744 △211,783

投資その他の資産合計 114,965 115,754

固定資産合計 2,162,268 2,174,236

資産合計 7,088,039 7,196,947

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,737,319 1,598,056

工事未払金 85,123 106,214

短期借入金 688,650 801,940

1年内返済予定の長期借入金 ※３
 869,080

※３
 909,080

賞与引当金 92,307 133,882

その他 665,949 611,641

流動負債合計 4,138,429 4,160,814

固定負債

長期借入金 ※３
 564,680

※３
 758,950

退職給付引当金 788,890 796,395

役員退職慰労引当金 76,543 67,086

その他 203,521 203,793

固定負債合計 1,633,634 1,826,224

負債合計 5,772,064 5,987,039
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（単位：千円）

当第1四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,846,297 1,846,297

資本剰余金 1,687,945 1,687,945

利益剰余金 △2,371,211 △2,476,096

自己株式 △1,164 △1,128

株主資本合計 1,161,866 1,057,017

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,289 △2,123

土地再評価差額金 136,943 136,943

為替換算調整勘定 △2,286 △2,045

評価・換算差額等合計 133,366 132,774

少数株主持分 20,741 20,115

純資産合計 1,315,974 1,209,908

負債純資産合計 7,088,039 7,196,947
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　(2)【四半期連結損益計算書】
       【第1四半期累計期間】

（単位：千円）

当第1四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 1,672,255

売上原価 1,223,162

売上総利益 449,093

販売費及び一般管理費 ※１
 344,873

営業利益 104,220

営業外収益

受取利息 498

受取配当金 100

為替差益 9,865

その他 6,162

営業外収益合計 16,626

営業外費用

支払利息 18,355

支払手数料 1,025

その他 2,179

営業外費用合計 21,561

経常利益 99,284

特別利益

ゴルフ会員権売却益 7,591

貸倒引当金戻入額 2,801

特別利益合計 10,392

税金等調整前四半期純利益 109,677

法人税、住民税及び事業税 5,484

法人税等調整額 △1,317

法人税等合計 4,167

少数株主利益 625

四半期純利益 104,885
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第1四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 109,677

減価償却費 21,248

貸倒引当金の増減額（△は減少） △50,440

賞与引当金の増減額（△は減少） △41,575

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,504

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,457

受取利息及び受取配当金 △598

支払利息 18,355

為替差損益（△は益） △211

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △7,591

売上債権の増減額（△は増加） 491,062

未成工事受入金の増減額（△は減少） 119,748

前受金の増減額（△は減少） △87,547

たな卸資産の増減額（△は増加） △368,975

仕入債務の増減額（△は減少） 118,172

その他 11,703

小計 334,981

利息及び配当金の受取額 568

利息の支払額 △18,176

法人税等の支払額 △19,341

営業活動によるキャッシュ・フロー 298,032

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △73,800

定期預金の払戻による収入 65,888

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,875

投資有価証券の取得による支出 △450

貸付金の回収による収入 145

その他 8,216

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,875

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 288,650

短期借入金の返済による支出 △401,940

長期借入金の返済による支出 △234,270

その他 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー △347,596

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △51,469

現金及び現金同等物の期首残高 500,566

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 449,097
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当

第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については低価法から原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響はありません。

（2）リース取引に関する会計基準等の適用

　　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　　　　

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１

月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期

に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、有形固定資産、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益に与える影響はありません。

２　追加情報

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　　当社及び国内連結子会社で使用している一部の機械装置については、従来、耐用年数を７～10年としておりました

が、当第１四半期連結会計期間より６年に変更いたしました。

　この変更は、機械装置の耐用年数についての法人税法の改正を契機として、資産の利用状況を見直したことによ

るものです。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ1,483千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額　　2,964,485千円※１　有形固定資産減価償却累計額　2,943,524千円

　２　手形割引高

　　　受取手形割引高　　　　　　   　 343,759千円　　

　２　手形割引高

　　　受取手形割引高　　　　        353,947千円　　

※３　財務制限条項

　当社の平成18年９月25日締結のシンジケート・
ローン契約に次の条項が付されております。
　なお、平成20年６月末現在の借入金残高は、
1,305,000千円であります。　

※３　財務制限条項

　当社の平成18年９月25日締結のシンジケート・
ローン契約に次の条項が付されております。
　なお、平成20年３月末現在の借入金残高は、
1,494,000千円であります。　

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表に
おける純資産の部の金額を平成18年３月期の80％
以上維持すること。

②各年度の損益計算書上の経常損益につき、２期連
続して損失を計上しないこと。

①各年度の決算期の末日における連結貸借対照表に
おける純資産の部の金額を平成18年３月期の80％
以上維持すること。

②各年度の損益計算書上の経常損益につき、２期連
続して損失を計上しないこと。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　給与手当　　　　　　　　　　　 　122,946千円

　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　39,007千円

　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　 　5,013千円

　　　　役員退職慰労引当金繰入額　　　 　　9,457千円

　　　　貸倒引当金繰入額　　　　　   　　　8,030千円

　　　　減価償却費　　　　　　　　　　　 　4,948千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 548,878千円

預入期間が３か月超の定期預金 △　56,200〃

担保に供している定期預金等 △　43,581〃

現金及び現金同等物 449,097千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 8,970,111

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,669

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

　　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
ボーリング
機器関連事業
(千円)

工事施工
関連事業
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

 売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,115,505556,7501,672,255 ― 1,672,255

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

8,521 881 9,402 (9,402) ―

計 1,124,026557,6311,681,658(9,402)1,672,255

 営業利益 76,896 29,154 106,050 (1,830) 104,220

(注)１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

　　２　各事業の主な製品等　

①　ボーリング機器関連事業……ボーリング機器の製造販売（ボーリングマシン、ポンプ、その他機械本体、部

品、商品）、ボーリング機器のレンタル、メンテナンス及びホームウォー

ターシステム関連事業等 

②　工事施工関連事業……………建設コンサルタント、地質調査、土木・地すべり工事、建築基礎工事、さく井、

温泉工事、土壌汚染改良工事

　　３　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更　２　追加情報に記載のとおり当第１四半期連結会

計期間から、機械及び装置の一部について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しております。

　この変更に伴い従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結会計期間における「工事施工関連事業」の

営業利益が1,483千円減少しております。　

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し

ております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

アフリカ地域 アジア地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 114,098 509,108 623,207

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 1,672,255

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

6.8 30.5 37.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

     ２　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1) アフリカ地域………アルジェリア、アンゴラ、モーリタニア

　　　　　(2) アジア地域…………韓国、中国、カザフスタン、ラオス、シンガポール

     ３　海外売上は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域への製品・商品売上高及び当社の本邦以外の国又は

地域における完成工事高であります。
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(企業結合等関係)

　 該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

144.44円 132.68円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,315,974 1,209,908

普通株式に係る純資産額(千円) 1,295,233 1,189,792

差額の内訳（千円)
20,741 20,115

　少数株主持分

普通株式の発行済株式数(千株) 8,970 8,970

普通株式の自己株式数（千株） 2 2

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

8,967 8,967

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 11.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　

(注)１． 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、　

記載しておりません。

　　２． １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 104,885

普通株式に係る四半期純利益(千円) 104,885

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,967
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(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月７日

鉱研工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    土  井　英　雄    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    辻  　　幸  一    ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鉱研

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鉱研工業株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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